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１. はじめに
日常生活における消費行動のなかで, 数ある商品の
なかからフェアトレード商品や環境保護の認証を受け
たもの, あるいは社会的弱者に対する支援につながる
ものを選ぶ, すなわち環境や社会への配慮を通して社
会的課題の解決につながるような消費をすることの総
称として, 近年, 倫理的消費 (エシカル消費) という
言葉が使われている｡ その意味するところは幅広く,
倫理的消費に対する社会的関心を受けて消費者庁が設
置した ｢倫理的消費｣ 調査研究会による報告書では,
具体的な例として障がい者の支援につながる商品等の
消費 (人への配慮), フェアトレード商品や寄付付き
の商品等の消費 (社会への配慮), エコ商品・リサイ
クル製品・資源保護等に関する認証がある商品等の消
費 (環境への配慮) とともに, 地産地消や震災等の被
災地産品の消費 (地域への配慮), 動物に与える痛み
やストレスを最小限に抑えることにつながる消費 (動
物への配慮) も挙げられている｡ さらに実際の消費の
現場においては, たとえば 1つの商品が環境への配慮
と児童労働問題への配慮の両方を含んでいる場合など
複合的な形態も存在することを考慮すると, 倫理的消
費という概念が示す範囲は極めて広い1)｡ 消費文化の
歴史的変遷に基づく消費三相理論を展開した間々田
(2016) は, 第一の消費文化が機能的価値と実用性を,
第二の消費文化が関係的価値と顕示性を基盤とするの
に対して, 第三の消費文化は文化的価値を基盤として
負の社会的影響を回避しようとする, 消費が与える社
会的影響に配慮する消費であると位置付けており, そ
の具体的な例としてグリーンコンシューマリズム, ス
ローフード, フェアトレードといった倫理的消費が取
り上げられている｡
その倫理的消費の一形態であるフェアトレードの市
場規模は年々拡大しており, 倫理的消費に対する社会
的関心は高まっていると言われているが, 前述の ｢倫
理的消費｣ 調査研究会が2016年に行ったアンケート調
査 (全国の15～65歳の2,500人を対象としたウェブ調
査) によると, ｢倫理的消費｣ という言葉の認知度は
6.0％ (｢エコ｣ は50.9％, ｢フェアトレード｣ は23.2％),
｢エシカルな商品・サービスの購入経験｣ がある人は
33.0％, 倫理的消費に対して関心があると回答した人
は35.9％となっており (消費者庁 ｢倫理的消費｣ 調査
研究会 2017), 社会に広く認知され一般的な消費スタ
イルとして受け入れられているとは言いがたい｡ 市場
調査会社の株式会社デルフィスが2009年から行った倫
理的消費に関するウェブ調査においても, ｢エシカル｣
という言葉の認知度は2014年時点で12％, 何らかのか
たちで実践している人の割合は21％, 興味があると回
答した人の割合は45％となっており, 時系列的にみる
とこれらの数値は横ばいかやや減少している (株式会
社デルフィス 2015)｡
では, このように倫理的消費という言葉を知ってい
たり, 実際に生活のなかに取り入れたりしている人々,
あるいはそのような消費行動に関心をもっている人々
とそうでない人々の違いとはどのようなものなのだろ
うか｡
消費行動を含む個人のライフスタイル選択が社会階
層によって規定されていると考える ｢ライフスタイル
格差｣ の問題は, 社会階級と文化的選好の関連を論じ
た Bourdieu (1979＝1990) をはじめ, 長く議論されて
きた｡ 日本社会に関する近年の研究では, 中井 (2011),
山田・小林 (2015), 小林 (2017) において, ライフ
スタイルがもつ様々な側面が社会階層 (学歴, 収入,
職業上の地位) と関連していることが示されている｡
合理的選択理論が想定するように, もし倫理的消費が
何らかの社会的資源の所有と関連する消費スタイルで
あるならば, 現状のように認知や関心, 経験が一定程
度に留まっているのは, まだ知らない人が多いから
(＝広く知られるようになれば関心も高まる) という
ことではなく, 社会的配慮という倫理性をもった消費
に対する選好や経験の程度が社会構造によって規定さ
れているためと考えることができる｡
そこで本研究は ｢どのような人が倫理的消費に対し
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て積極的なのか｣ をリサーチクエスチョンとして, 倫
理的消費への関心に対する社会階層の影響力について
社会ネットワークや社会意識を媒介した効果も含めて
計量的に明らかにする｡
２. 先行研究
2.1 倫理的消費の特徴とその規定要因
環境配慮行動を含む倫理的消費に関連した諸種の消
費行動に対する行動経済学, 社会心理学からのアプロー
チでは, リスクや責任帰属, 対処有効性, 実行可能性,
便益費用といった様々な要素に対する認知の程度, あ
るいは社会問題に関わる人や実際に社会において困窮
する他者への共感といった心理的要因に注目してきた
(広瀬 1995；玉置 2015；水師 2016；豊田 2016；村
上 2016)｡ これらの研究では, 主として個人が倫理的
消費を行うに至る内面的な認知プロセスに関して仮説
化された理論モデルがどの程度妥当であるかに焦点が
当てられており, デモグラフィックな要因や社会階層
に関する要因は考慮されてこなかった｡
現代社会において倫理的消費と呼ばれる消費行動の
特徴と人々の価値志向との関連を考察している畑山
(2016) は, 倫理的消費を ｢自らの消費生活と消費環
境をよりよいものにしたいという諸個人の関心のもと
で倫理的・社会的観点から商品を選択する消費｣ と定
義して, 個人による自由選択としての性質を強調し,
従来の消費者運動がもっていた反消費社会的, 集合主
義的な性質と区別している｡ フェアトレード商品の購
入要因を検証した畑山 (2015) では, フェアトレード
商品の購入は公共的意識 (政治や公益, 弱者支援への
関心) よりも品質重視やライフスタイルに合わせた商
品選択の結果であるとして, 倫理的消費がもつ利己的
な動機による利他的な行為としての側面を示している｡
同様に, 倫理的消費を消費者の合理志向や品質志向の
結果ととらえている研究として, グリーンコンシュー
マリズム的な行動 (エコ, リサイクル, 環境配慮) の
規定要因を検証した寺島 (2011；2015) がある｡
一方, 倫理的消費と近い消費概念といえる環境保護
的バイコットや環境配慮行動の規定要因について分析
した稲増・池田 (2010) は, これらの行動が政治的有
効性感覚と関連していたこと, またインフォーマルな
組織参加 (ボランティア, 市民運動, 生協など) がこ
れらの行動を促進することから, そのような消費を私
的生活と公共空間を横断する, エゴセントリックかつ
ソシオトロピックな行動と指摘している｡
これらの研究には調査対象者の学歴や収入を統制し
た分析を行ったものもあるが, 主に消費に関する態度
や志向, 政治や公共への関心など意識要因がもつ影響
力が注目されており, (公的・私的の違いはあるもの
の) 意識や志向を統制するとそのような社会階層要因
は直接的な効果をもたないか, あっても極めて弱いと
されている｡ ただし, それは直接効果を推定した結果
からの判断であり, 意識や志向を媒介した社会階層要
因の影響については明らかにされていない｡ よって,
消費行動が個人の価値志向や社会のあり方に対する考
え方を反映するという視点を含みながら, 社会階層要
因の効果を総合的に検証する分析モデルを構成する必
要がある｡
2.2 倫理的消費と社会ネットワーク
社会階層要因と合わせて本研究が分析に導入するの
が社会ネットワーク要因である｡ Festinger (1954) に
よる ｢社会的比較｣ 概念, あるいは Merton (1957＝
1961) による ｢準拠集団｣ 概念が指し示すように,
人は自身の行動や態度を決定する際に他者による評価
や周囲の行動を参照する傾向をもっている｡ 消費行動
研究においても, 周囲の他者が消費場面のなかで消費
者に様々なかたちで働きかけていることが指摘されて
きた (繁桝 2008)｡ 流行・普及過程に関する研究にお
けるオピニオンリーダーや口コミの影響力に対する注
目 (たとえば, 宮田・池田 (2008), 池田 (2010), 斉
藤 (2015) など) と社会におけるその影響力の大きさ
は, 消費という個人的選択が周囲の社会関係に強い影
響を受けていることの証左と考えることができる｡ 倫
理的消費に関連する研究として, 節電行動に対して身
近な他者からの期待や勧めによる影響を検証した村上
(2016) は, 周囲の人から勧められたり, 周囲の人か
らの期待を意識したりすることによって, 節電への意
識や行動が促進されることを明らかにしている｡ また,
身近な社会関係のなかに倫理的消費を実践している人,
強く関心をもつ人がいると自身も倫理的消費に関心を
もつようになるという現象は, もともと倫理的消費に
対して親和的な態度をもつ者同士が関係を取り結んで
いた結果と考えるならば社会関係の選択原理である
｢同類結合｣ (Fischer 1982＝2002) としても解釈でき
る｡
３. 分析モデル
パーソナル・ネットワークに関する先行研究では,
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社会関係を取り結ぶ環境や関係に対する志向, そして
形成されたネットワークの量的・質的特徴は社会経済
的地位によって規定されていることが示されてきた
(原田 2012；片岡 2016)｡ よって社会階層要因が消費
行動に与える影響は, 直接的な効果の他にもネットワー
クを介した間接的な効果についても考慮して分析する
必要がある｡ これは社会意識についても同様で, たと
えば畑山 (2012, 2015) によるフェアトレードの規定
要因に関する分析では社会階層要因のみを用いると所
得と教育年数が有意な効果を示していたが, 消費態度
や社会意識を統制するとそれらの効果は有意ではなく
なったことから階層要因が社会意識を介して消費行動
を規定している可能性も考えられる｡ よって本研究で
は, 社会階層要因と倫理的消費の間に社会ネットワー
クと社会意識という 2つの媒介要因を配置した構造方
程式モデルを用いた分析を行うことによって, 要因間
の連関の構造を分解して検討することとした｡
４. データと変数
4.1 データ
分析には2017年 2 月にウェブ上で実施した ｢生活ス
タイルと社会意識に関する調査 (第 1 次調査)｣ から
得られたデータを用いた｡ 対象者は (株) サーベイリ
サーチセンターにモニター登録している男女で, 回収
目標数の合計を700ケースとしたうえで, 性別 (男性
／女性), 年齢 (20～39歳／40～59歳), 居住地 (大都
市圏／非大都市圏), 学歴 (中学校・高校／短大・専
門学校・高専／大学・大学院) の属性を組み合わせた
24区分について母集団の構成比と近似するように標本
を割り当てた2)｡ 事前のスクリーニング調査によって
モニター登録情報と回答内容の整合性などが確認され
た9,920人に対して調査依頼を行い, 既定の割り当て
を満たす721ケースが最終的に回収された｡ そのうち,
本研究が分析対象とするのは, 調査票に含まれていた
12のリッカード形式の質問すべてに同じ選択肢を選択
し, かつ回答に要した時間が 4分未満と極端に短かっ
たケースと, 以降の分析に用いる質問において ｢わか
らない｣ を選択していた合計124ケースを除く597ケー
スである｡
4.2 変数
4.2.1 倫理的消費
本研究では倫理的消費について ｢以下のことを目的
とした商品がある場合, あなたは購入しようと思いま
すか｣ という質問文で提示された ｢地震などの被災地
への支援｣ ｢障がい者の支援｣ ｢発展途上国の貧困労働
者の支援 (例：フェアトレード商品)｣ の 3 項目に対
する回答 (選択肢は ｢1.買おうとは思わない／2.他の
商品より値段が安いなら, 買おうと思う／3.他の商品
と値段が同じなら, 買おうと思う／4.他の商品より少
しくらい値段が高くても, 買おうと思う｣) を分析に
用いた｡ 先に述べたように倫理的消費に含まれる消費
行動は多様だが, 本研究が用いた指標は ｢環境｣ や
｢地域｣ といった言葉ではなく, その消費行動を選択
することが誰を支援することにつながるのかその対象
が具体的に示されており, 利他的行動としての特徴が
強調されたタイプの消費行動をとらえている｡ また何
らかの商品やサービスの購入経験ではなく, もしその
ような商品があったら値段を考慮したうえでどのくら
い購入したいと思うかをとらえており, 倫理的消費の
実践や行動ではなくコスト負担をふまえた積極性を測
定している｡
表 1は回答者の性別ごとにみた 3種類の倫理的消費
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社会階層 倫理的消費
社会ネットワー ク
社会意識
図１ 分析モデル
表１ 男女別にみた倫理的消費に対する態度
他の商品より少しく
らい値段が高くて
も, 買おうと思う
他の商品と値段が同
じなら, 買おうと思
う
他の商品より値段が
安いなら, 買おうと
思う
買おうとは思わない
被災地支援
男性 40(12.9％) 191(61.6％) 57(18.4％) 22(7.1％)
女性 41(14.3％) 177(61.7％) 49(17.1％) 20(7.0％)
障がい者支援
男性 26(8.4％) 182(58.7％) 68(21.9％) 34(11.0％)
女性 24(8.4％) 168(58.5％) 64(22.3％) 31(10.8％)
途上国支援
男性 16(5.2％) 175(56.5％) 83(26.8％) 36(11.6％)
女性 28(9.8％) 157(54.7％) 70(24.4％) 32(11.1％)
に対する態度分布である｡ 全体としてはいずれの項目
についても 6割程度の回答者が ｢他の商品と値段が同
じなら, 買おうと思う｣ と回答しているが, ｢地震な
ど被災地への支援｣ については他の項目よりも ｢他の
商品よりも少しくらい値段が高くても, 買おうと思う｣
と回答した割合がやや多く, ｢買おうとは思わない｣
と回答した割合はやや少ない｡ 部分的に女性の方が積
極的な態度を示しているものもあるが, 男女間で大き
な分布の違いはみられず, 性別とそれぞれの消費意欲
の関連についてカイ二乗検定を行ったところ, 3 種類
とも性別との間に有意な関連は示されなかった｡
4.2.2 社会階層要因
社会階層要因として, 教育年数 (単位：年) と, 昨
年 1 年間の世帯 (家計を共にしている家族) の収入
(単位：万円) を用いた｡ 環境配慮行動に関する研究
では, 高学歴者においてそのような行動への関心が高
いことが示されている (松本 2011)｡ またボランティ
ア活動への参加に対する教育の効果について三谷
(2016) は ｢社会化モデル｣ として説明しており, そ
れによると青年期の高等教育の経験が他者に対する共
感性を涵養することを通してボランティア参加を促す
としている｡ 世帯収入については合理的選択理論が指
摘するように所有する経済的資源が多いほどコスト負
担感が弱くなるので, 他の商品より少しくらい値段が
高くても支援につながる購買に対して積極的になるこ
とが予想される｡
これらの変数に加えて, 本研究では職業的地位に関
する社会階層要因として地位集団認知をスコア化した
指標を用いた3)｡ 地位集団認知とは, 人々が世の中の
様々な職業に対して主観的に距離認知を行う (自分と
近いと感じる, 遠いと感じる) 際に用いられる評価次
元のうちの 1つである職業がもつ社会的地位の高低を
用いたもので, この指標の値が高いほど一般的に社会
的な地位が高いと考えられている職業 (たとえば, 医
師や弁護士など) に親近感をもっている (自分に近い
と感じている) ことを表す4)｡ 社会階層研究などにお
いて調査対象者の職業的地位を測定する際に用いられ
ている職業威信スコア (職業の社会的位置付けに対す
る人々の高低の評価を用いて職業ごとにスコア化した
もの) は有職者のみに付与できるため, 専業主婦など
就業していない場合は分析から除外されてきた｡ しか
し, 地位集団認知は就業の有無に関わりなくどのよう
な職業に親近感をもつかを測定し, 本分析で用いるス
コアはその評価次元の 1つである社会的な地位の高低
を表しているので, 就業していない調査対象者につい
ても職業という社会階層を構成する重要な要素を考慮
した指標を割り当てることができる｡
後述するように, 支援目的の消費という利他的な行
動がコスト負担という点以外にも社会的に高い地位の
人々によって志向される, 高地位であることと親和性
のある行動であるならば, そのような職業に親近感を
もつ自分自身も高地位の職業に就いている人々, ある
いは就業していないが配偶者や家族にそのような職業
をもつ者がいる人々は倫理的消費に関心をもつことが
予測される｡ すなわち，自身がどうであるかとは別に,
自分が高地位の職業に対して親近感をもつ (＝自分も
社会的に高地位な職業に従事する人々と同じような地
位・身分にあると考える) ことによって倫理的消費が
促進される (倫理的消費を高地位にある人間の消費ス
タイルととらえる) という影響も含まれる｡ 収入によ
る影響が社会的資源の効果だとするならば, 地位集団
認知による影響は社会的地位をめぐる規範の効果と言
うことができる｡
4.2.3 社会ネットワーク要因
社会階層要因と倫理的消費を媒介する社会ネットワー
ク要因として, ｢倫理的消費｣ に関するネットワーク
と ｢文化資本｣ に関するネットワークという 2つのタ
イプの社会関係に着目した｡ 前者は ｢環境や社会に配
慮した製品の購入に積極的な人が周囲にいるか否か｣
を, 後者は ｢クラシックのコンサートによく行ってい
る人が周囲にいるか否か｣ を測定したものである5)｡
周囲に倫理的消費に積極的な人がいることによって
本人の倫理的消費に対する関心も高まるという説明は,
先に述べたように ｢社会的比較｣ や ｢準拠集団｣, あ
るいは ｢同類結合｣ といった理論概念に基づく｡ 一方
の文化資本ネットワーク, すなわち周囲に正統文化活
動と呼ばれる趣味・嗜好 (ここでは, クラシックのコ
ンサートに行くこと) をもっている人の存在による影
響については, 文化資本研究における社会的活動 (ボ
ランティア, 市民活動など) の位置付けをふまえて分
析に用いることとした｡ 1995年に行われた SSM調査
(社会階層と社会移動全国調査) には12項目の文化活
動に関する質問が含まれているが, この文化活動のな
かは ｢社会的活動に参加する (ボランティア活動, 消
費者運動など)｣ がある｡ これら12の文化活動の頻度
と各活動に対する社会的高低の評価 (社会的に高い・
低い) を用いて文化威信スコアを求めた片岡 (1998)
によると, ボランティア, 市民活動を例示した ｢社会
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的活動｣ はクラシック音楽のコンサートへ行くことや
歌舞伎などの伝統芸能鑑賞を抑えて最も高い社会的評
価 (文化威信スコア) を得ていることが示された｡ ま
た因子分析によって文化活動の構造を析出したところ,
社会的活動はこの文化威信スコアが上位である活動に
よって構成される ｢ハイカルチャー群｣ に含まれてい
た｡ すなわち人々は利他的な社会的活動への参加を社
会的に高く評価しており, 活動の種類としてはクラシッ
ク音楽のコンサートや伝統芸能鑑賞, 美術館や博物館
に行くといった ｢正統文化活動｣ の一部と見なしてい
るということができる｡ そこで本研究では, 今日にお
いても人々はこのようなソシオトロピックな活動を社
会的に高く見なしているのか, また周囲に正統文化活
動を実践している人がいることによって利他的な消費
行動への関心も高まるのかを検討するため, 文化資本
ネットワークを分析に用いて, 倫理的消費に対する影
響を検討する｡
4.2.4 社会意識要因
先行研究における倫理的消費の規定要因としての社
会意識は, そのような消費に対する認知的側面, 消費
に対する態度や志向, 政治や公共に対する関心など幅
広く着目されてきた｡ 本研究が用いる社会意識要因は,
社会のあり方に関する意識 ｢多様性志向｣ である｡ 具
体的には, 今後の日本社会のあり方として ｢(Ａ) 違っ
た考え方をもつ人がたくさんいて, いろいろな意見を
出し合うことと, (Ｂ) 同じ考え方をもつ人がいて,
意見の対立がないことのどちらを望ましいと考えてい
るか｣ について「Ａが望ましい」から「Ｂが望ましい」
までの４件法で尋ねた質問を用いている｡ 一般的に多
様性の是認, あるいは多様性に対する寛容さはリベラ
ル的思想としてとらえられており, 日本では革新的な
政治意識と親和性が高い｡ 先に挙げた畑山 (2016) は,
倫理的消費を定義付けるなかでその特徴を従来型の消
費者運動との対比から描き出していたが, 消費者運動
が備えていたアクティビズムの次元は排除しておらず,
むしろ消費者が自らの消費生活を豊かにしたいという
欲求は消費者運動が備えていた社会変革志向をも含ん
でいると指摘している (畑山 2016：259)｡ 環境行動
(リサイクル商品の購入など) の規定要因を検証した
大橋 (2008) では女性サンプルにおいて, 国・自治体・
企業による現行の環境政策への不満が環境行動を促進
することを明らかにしており, ここでも倫理的消費が
もつアクティビズム的性質をみることができる｡ 稲増・
池田 (2010) において指摘されていた倫理的消費がも
つソシオトロピックな側面も考慮して, 本研究ではこ
れからの社会のあり方に関する意識として革新的な政
治意識に近い ｢多様性志向｣ を分析に含めた｡
５. 分析結果
5.1 倫理的消費に対する関心はどのように規定され
ているか
先に示した分析モデルに従って共分散構造分析を行
いそれぞれのパス係数を推定し, モデルの含意と理論
枠組みに影響しない範囲でモデルの修正を行った結果
が図 2である6)｡ 適合度指標は, GFI＝0.993, AGFI＝
0.974, RMSEA＝0.032 といずれも当てはまりの良さ
としては妥当であった7)｡ 図中のパスに付記した数値
は標準化された回帰係数で, 実線のパスは 1％水準
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図 2 倫理的消費に関する共分散構造分析の結果 (n＝597)
教育年数
世帯収入
地位集団
倫理的消費
ネットワーク
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ネットワーク
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途上国支援
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0.191**
0.266**
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(**), 5 ％水準 (*), 10％水準 (†) で有意, 点線の
パスは10％水準でみて有意ではなかったものである｡
分析の結果, 社会階層要因は倫理的消費にほとんど
直接的な効果を与えておらず, 世帯収入が10％水準で
有意な正の効果, すなわち世帯収入が多いケースほど
倫理的消費に対して積極的な態度を示すという効果を
もつのみであった｡ 先行研究と同様に, 本研究におい
ても社会経済的地位は倫理的消費の有力な要因ではな
い｡ しかし構造方程式モデルによって因果連関を分解
したことによって, 図 2のように複数の社会階層要因
が社会ネットワークや社会意識を媒介して倫理的消費
に影響を与える経路があることが明らかになった｡ こ
の間接的な影響の経路は大きく分けて 3つ挙げること
ができる｡ まず世帯収入や地位集団認知によって倫理
的消費ネットワークが規定され, 倫理的消費ネットワー
クが倫理的消費に影響する経路である｡ 世帯の年収が
高いケース, あるいは社会的に高い地位にあるとされ
る職業に親近感をもつケースほど, 周囲に倫理的消費
に積極的な家族や親せき，友人・知人がおり, そのよ
うな人々が周囲にいることで自身も倫理的消費に積極
的な態度を示す｡ 次に教育年数や世帯収入によって文
化資本ネットワークが規定され, 文化資本ネットワー
クが倫理的消費に影響する経路である｡ 学歴や世帯の
年収が高いケースほど, 周囲に正統文化資本的な活動
を実践している人がおり, そのような人々が周囲にい
ることで倫理的消費に積極的な態度を示す｡ 最後は社
会階層要因が文化資本ネットワークと社会意識を媒介
する経路で, 先に述べたような文化資本ネットワーク
が周囲にあるケースほど今後の社会のあり方として多
様性を志向しており, そのように考えているケースほ
ど倫理的消費に積極的な態度を示す｡ なお倫理的消費
に対する直接効果を比較すると, 最も強い要因がこの
多様性志向で, 社会のあり方に関する志向, 考え方が
消費スタイルの選択に強く影響していることが明らか
になった｡ 以上の分析から, 社会階層によって互いに
関連するハイカルチャーな趣味をもつネットワークと
倫理的消費に積極的なネットワークが形成されており,
そのような関係のなかにいることで倫理的消費に積極
的な態度を示すという連関構造と, さらにハイカルチャー
志向のネットワークは社会のあり方として多様性志向
と親和性が高く, 多様性を志向するほど倫理的消費に
積極的な態度を示すという社会階層と倫理的消費の間
にある複数のメカニズムが明らかになった｡
5.2 多母集団同時分析による男女比較
一般的な消費行動において, 商品やサービスについ
て他者とどのくらい会話 (①自分から教える・②情報
や意見をもらう・③議論したり一緒に評価する) する
か, その頻度について検討した繁桝ほか (2008) は,
商品知識や商品カテゴリの種類を統制しても, 男性よ
り女性の方が②や③の頻度が有意に多いことを明らか
にしている｡ 本研究の分析結果から, 文化資本ネット
ワークと倫理的消費ネットワークという 2つのタイプ
の社会ネットワークが倫理的消費に影響を与えている
ことが示されたが, このような消費行動における性差
に関する知見をふまえると他者存在の影響は女性の方
が強く, ネットワークの効果も女性においてより強く
現れることが予測される｡ また前出の大橋 (2008) に
見られたように, 女性の環境配慮行動には従来の消費
者運動が備えていたアクティビズム的性質がより反映
されていることをふまえると, 連帯感や一体感をもた
らすネットワークの存在とともに社会のあり方に関す
る意識の効果も男女間で異なることが予測される｡ そ
こで本研究では, 図 2で示したような分析結果が男女
いずれにおいても同じように確認できるのかどうか,
多母集団同時分析を行うことで検討した｡
表 2は ｢モデル 1：制約なし (男女間で同質である
ことを想定しないモデル)｣ ｢モデル 2：測定に等価制
約あり (潜在変数である倫理的消費の測定のみについ
て男女間で等価であることを仮定したモデル)｣ ｢モデ
ル 3：等価制約あり (モデル 2に加えてパス係数も男
女間で等価であることを仮定したモデル)｣ について
モデル適合度に関する指標を比較したものである｡
いずれのモデルも GFIは0.9を超えており適合度と
しては妥当な水準であるが, 最もデータに適合してい
るモデルという点で評価すると, GFIと AGFIが最も
高く, また RMSEAが最も小さいモデル 2 , すなわち
倫理的消費の測定については男女間で同質であるが,
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表 2 多母集団同時分析におけるモデル適合度の比較
モデル
カイ二乗検定
GFI AGFI RMSEA
 
モデル１：制約なし 27.957(24) 0.262 0.990 0.962 0.017
モデル２：測定に等価制約あり 28.182(26) 0.350 0.990 0.965 0.012
モデル３：等価制約あり 47.262(43) 0.303 0.983 0.964 0.013
各要因間のパス係数や共分散については男女間で異な
ることを想定したモデルが選択される｡ では図 1で示
した分析モデルについて, 倫理的消費の測定以外で具
体的にどのような部分が男女間で異なっているのだろ
うか｡ 表 3は選択されたモデル 2における男女それぞ
れの標準化された推定値である｡
分析の結果, 男性の倫理的消費に対する積極的な態
度を促進するものは世帯収入と多様性志向のみである
ことが明らかになった｡ 世帯収入の高さは文化資本ネッ
トワーク, 倫理的消費ネットワークと関連しているが,
男性においては周囲にそのような人々がいることによっ
て本人の倫理的消費に対する積極性が高まるわけでは
ない｡ むしろ世帯収入という経済的資源の所有が直接
的に倫理的消費への態度に影響している｡ また多様性
志向に対するパス係数はいずれも有意ではなく, 男性
の多様性志向がどのような要因によって規定されてい
るのかについて本研究の分析枠組みではとらえられて
いないことが示された｡ 一方の女性については, 文化
資本ネットワークと倫理的消費ネットワークの存在と
多様性志向が倫理的消費への態度に影響しており, ま
た文化資本ネットワークが学歴によって形成されてい
るのに対して倫理的消費ネットワークは地位集団認知,
すなわち社会的に高いとされる職業への親近感から形
成されていることが明らかになった｡ 男性においては
倫理的消費に対しても直接的な効果をもっていた世帯
収入は女性においてはいずれの変数に対しても有意な
効果を示しておらず, 学歴によって形成されたハイカ
ルチャー文化を実践しているネットワークと高地位へ
の親近感から形成された倫理的消費を実践しているネッ
トワークの存在が本人の倫理的消費に対する積極的な
態度をもたらすという男性とは異なる種類の社会階層
要因による間接的な影響が観察された｡ それぞれの社
会階層要因が倫理的消費に与える直接効果と間接効果，
総合効果を男女別に比較したものが表 4である｡
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表 3 男女それぞれのモデルにおける推定値
男性 女性
教育年数世帯収入 0.157 ** 0.219 **
教育年数地位集団 0.191 ** 0.338 **
世帯収入地位集団 0.360 ** 0.168 **
教育年数→文化資本ネットワーク 0.042 0.165 **
世帯収入→文化資本ネットワーク 0.130 ** 0.053
地位集団→文化資本ネットワーク 0.018 0.072
教育年数→倫理的消費ネットワーク 0.010 0.095
世帯収入→倫理的消費ネットワーク 0.171 ** 0.019
地位集団→倫理的消費ネットワーク 0.017 0.127 *
教育年数→多様性志向 0.031 0.036
世帯収入→多様性志向 0.025 0.015
地位集団→多様性志向 0.075 0.004
文化資本ネットワーク→多様性志向 0.059 0.128 *
倫理的消費ネットワーク→多様性志向 0.019 0.056
教育年数→倫理的消費 0.043 0.103
世帯収入→倫理的消費 0.188 ** 0.019
地位集団→倫理的消費 0.097 0.045
文化資本ネットワーク→倫理的消費 0.091 0.114†
倫理的消費ネットワーク→倫理的消費 0.081 0.193 **
多様性志向→倫理的消費 0.116 * 0.195 **
表 4 男女それぞれのモデルにおける社会階層要因の直接効果・間接効果・総合効果
男性 女性
直接効果 間接効果 総合効果 直接効果 間接効果 総合効果
教育年数 0.043 0.007 0.049 0.103 0.049 0.152
世帯収入 0.188 0.024 0.212 0.019 0.014 0.004
地位集団 0.097 0.008 0.089 0.045 0.037 0.008
６. 結論と考察
本研究の分析によって得られた結果を要因ごとに要
約すると以下のとおりである｡ 社会階層要因について
は, 倫理的消費に直接効果をもつのは世帯収入であっ
た｡ 経済的資源を背景としたコスト負担感の少なさが
倫理的消費という利他的な消費行動に対して積極的な
態度を促進する｡ これは本研究が倫理的消費の測定に
用いた質問における選択肢に ｢他の商品と値段が同じ
なら｣ あるいは ｢少しくらい値段が高くても｣ などコ
スト負担を印象づける言葉が含まれていたことによる
部分もあることが推察される｡ なおこのような社会階
層要因のなかでも世帯収入が倫理的消費に対して効果
をもつ傾向は特に男性において顕著であった｡ また標
本全体, あるいは女性のみについてみると先行研究と
同様に社会階層に関する要因は倫理的消費に対してほ
とんど直接的な効果をもたないが, ネットワークや社
会意識を介して間接的な影響を与えていることが明ら
かになった｡
ネットワークの効果については 2通りの経路が確認
された｡ 周囲に倫理的消費に積極的な人がいることに
よる正の効果は, 消費行動が他者に影響されるという
特徴を表すとともに, 本研究が対象としたような利他
的な消費行動においても同類結合原理が観察されるこ
とを示している｡ また文化資本ネットワークの効果か
らは, 倫理的消費がいわゆるハイカルチャー的文化活
動と親和性があることが示唆された｡ 多母集団同時分
析の結果においてこれらネットワークの効果は特に女
性において顕著であったことから, 消費行動において
女性の方が商品について話す, 情報交換するといった
先行研究と一致する結果であったとともに, 他者との
つながりによって生み出される消費の集合行為的性質
は女性においてより強いと考えることができる｡ さら
に倫理的消費を文化活動的な文脈でとらえる傾向にあ
るのも女性に顕著であることが明らかになった｡
本研究では倫理的消費に影響を与える意識として,
今後の社会のあり方に関する多様性志向を用いたが,
男女に共通して倫理的消費に影響していることが明ら
かになった｡ ライフスタイル選択や消費におけるこだ
わり, コストや実行可能性などの認知的要素といった
個人の私的領域に関する志向や意識ではなく, 社会の
あり方に関する考え方が倫理的消費に対する積極性に
反映されていたことから, 本研究が着目した支援目的
の倫理的消費は環境配慮行動と同様にソシオトロピッ
クな側面をもっていることが確認された｡
冒頭に述べたように, 倫理的消費は関心や注目の高
さに比べて実際に行っている, あるいは経験した人の
割合がそう多くなく, その傾向は近年も継続している｡
本研究の分析結果, すなわち影響している社会的資源
や経路は異なるものの男女双方において社会階層要因
が一定の効果をもっているという結果に基づくならば,
倫理的消費の社会的認知を広める, 人々の共感を得る
といった方法には限界があるといえよう｡ 男性では収
入の多さが倫理的消費への積極性に直接的に影響して
おり, コスト負担の問題を避けることはできない｡ ま
た女性では周囲に倫理的消費や文化活動を選好する家
族や親せき，友人・知人などがいることによって賛同
しやすくなるが, そのようなネットワークは高学歴か,
あるいは比較的所得が多かったり, 社会的に高いとさ
れる職業に親近感をもっているような人の周囲に偏在
している｡ ｢社会的影響に配慮する消費 (社会的消費)｣
として倫理的消費をとらえた間々田 (2016) は社会的
消費と文化的価値の強い結びつきを指摘しているが,
本研究で明らかになったのはその文化的価値の選好と
選好に影響を与える社会関係に存在する階層差であっ
た｡ このような傾向が維持されるかぎり, すなわち社
会階層, 社会ネットワーク, 倫理的消費の間に一定の
関連が存在するかぎり, 倫理的消費が人々のつながり
を介して自然と社会全体に広まっていくことを想定す
ることは難しい｡ そのような意味において, 倫理的消
費もまたライフスタイル格差という今日の階層格差問
題に直面しているといえよう｡ 人々の社会的地位と倫
理的消費への態度がどのように結びついていて, それ
がどのように変化するのかを検証していくことが今後
の倫理的消費の広がりを予測することに繋がると思わ
れる｡
最後に方法論的な観点から課題を述べる｡ 本研究は
倫理的消費を被災者や社会的弱者に対する支援という
側面からとらえたが, 他の種類の倫理的消費, たとえ
ば環境配慮行動として先行研究が注目してきたエコ活
動や省エネ, リサイクル行動, あるいは地産地消やオー
ガニックへの関心など配慮対象の明確化や集合性の程
度が異なる諸種の消費行動について本研究が用いた分
析モデルの有効性を確認する必要がある｡ また, 本研
究では倫理的消費に対する積極さの程度を価格という
コスト負担との関連からとらえたが, 現実の行動の頻
度が少ないことをふまえつつ行動を予測しうる意欲や
関心をどのように測定するか, そしてそれらの測定方
法の違いによって分析結果がどのように異なるのかを
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検証することが今後の課題である｡
付記
本研究は JSPS科研費 (16K04032) の助成を受けたも
のです｡
注
1) 消費者基本法に基づく ｢消費者基本計画｣ (2015年
３月閣議決定) では, 倫理的消費を ｢地域の活性化や
雇用なども含む, 人や社会・環境に配慮した消費行動｣
と定義している｡
2) 大都市圏として区分されているのは, 東京都, 埼玉
県, 千葉県, 神奈川県, 愛知県, 京都府, 大阪府, 兵
庫県である｡
3) 5 節以降の図・表では ｢地位集団｣ と表記している｡
4) 具体的には16の職業に対して回答された ｢遠い｣ か
ら ｢近い｣ までの５段階の距離認知について中心化し
たうえで主成分分析を行い, 第 1主成分軸として析出
された社会的地位の高低に関する認知を主成分得点と
して各回答者に付与している｡ 職業に対する距離認知
における地位集団の位置付けについては林 (2014,
2017) に詳しい｡
5) ここで用いた２種類の社会関係については,「あな
たのまわりに, 以下のような方はいますか｡」という
質問で提示された２つの項目「環境に配慮した製品や
社会に配慮した製品（例．フェアトレード商品）の購
入に積極的な人」(倫理的消費に関するネットワーク),
｢クラシックのファンでコンサートによく行っている
人」(文化資本に関するネットワーク）に対する多重
回答方式による回答（１. いない／２. 家族のなかに
いる／３. 親せきのなかにいる／４. 親しい友人のな
かにいる／５. 近所の人のなかにいる／６. 仕事上の
つきあいのなかにいる）を「０＝いない／１＝１つ以
上の関係のなかにいる」の２値に置き換えて用いた。
論文末の付表に示したように倫理的消費について積極
的な人がこれらいずれかの関係のなかに「いる」と回
答した割合は15％, 文化資本についても11％と少なかっ
たため, 本研究では間柄による影響の違いについては
検証していない。
6) モデル分析には Amos 22 を用いた｡ また係数の推
定は最尤法によって行った｡ モデルの改善は, 相関や
パスを想定していない変数間に相関やパスを設定する
ことでカイ二乗値の有意な減少箇所を示す修正指標に
基づき, 誤差項 e2と e3の間に相関を設定すること
で適合度指標が改善したことから, これらの間に相関
を設定したモデルを採用した｡ 倫理的消費に関する変
数以外の分析に用いた諸変数の記述統計は論文末に付
表として掲載した｡
7) なおカイ二乗値は 19.105 (df＝12, p＝.086) であっ
た｡ ここではサンプル数が500前後以上であれば他の
適合度指標を用いるのが妥当としている狩野・三浦
(1997) に依拠して本文中の 3 つの指標を妥当性の基
準とした｡
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付表 独立変数の記述統計
変数 平均/割合 標準偏差 最小値 最大値
社会階層要因
教育年数 13.70 2.04 9.00 18.00
世帯収入 584.80 342.05 75.00 1650.00
地位集団 0.02 1.00 2.40 2.75
社会ネットワーク要因
文化資本ネットワーク 0.15 － 0.00 1.00
倫理的消費ネットワーク 0.11 － 0.00 1.00
社会意識要因
多様性志向 2.04 0.61 0.00 3.00
※世帯収入については分析では10を底とする常用対数に変換した値を用いた。
